
NO.4 国民健康保険の広域化に向けた取組の推進

26 27 28

現行

「国民健康保険広域化等支援方針」
（H22年10月策定）に沿って、市町村と連
携し、保険者機能を発揮した共同事業
の展開や、運営の県単位化に向けた環
境整備について検討し、実現可能なも
のから実施します。

実施 → →
健康福祉
部

改訂

「国民健康保険広域化等支援方針」
（H22年10月策定）に沿って、市町村と連
携し、保険者機能を発揮した共同事業
の展開や、平成30年度からの国保の財
政運営の県単位化に向けた環境整備に
ついて検討し、実現可能なものから実施
します。

実施 → →
健康福祉
部

国民健康保険法の
改正に伴い、時期を
明記するため

NO.16 奈良県エネルギービジョンの推進

26 27 28

現行

県内のエネルギー自給率の向上を目的
として、①多様な再生可能エネルギー等
の普及拡大、②奈良の省エネ・節電スタ
イルの推進、③緊急時のエネルギー対
策の推進の３つを大きな柱に「奈良県エ
ネルギービジョン」（H25年3月策定）を推
進していきます。
県内ＮＰＯ等と協働して再生可能エネル
ギーの普及を図るとともに、県下一体と
なった節電の取組を進めていきます。

実施

次期エネル
ギービジョ
ンの検討、

策定

次期エネル
ギービジョ
ンの推進

地域振興
部

改訂

県内のエネルギー自給力の向上を目的
として、①多様な再生可能エネルギー等
の普及拡大、②奈良の省エネ・節電スタ
イルの推進、③緊急時のエネルギー対
策の推進の３つを大きな柱に「奈良県エ
ネルギービジョン」（H25年3月策定）を推
進していきます。
県内ＮＰＯ等と協働して再生可能エネル
ギーの普及を図るとともに、県下一体と
なった節電の取組を進めていきます。
H28年3月には第２次奈良県エネルギー
ビジョンを策定し、H28年度から3ヶ年の
計画として、引き続きエネルギー政策を
推進します。

実施

第２次奈良
県エネル
ギービジョ
ンの検討、

策定

第２次奈良
県エネル
ギービジョ
ンの推進

地域振興
部

H28年度を起点とす
る第２次奈良県エネ
ルギービジョンを策
定し、引き続き推進
していくため

取組内容・目標
年度計画

取組部局 【改訂理由】

奈良県行政経営マネジメントプログラム追加及び改訂事項（H28.3月改訂）

取組内容・目標
年度計画

取組部局 【改訂理由】

◎ 追加事項

「人材・組織マネジメント」の『人材の確保と育成』に3つの取組を追加します。

◎ 改訂事項

「エリアマネジメント」における『市町村との連携・協働』

『地域における多様な主体との連携・協働』において2つの取組

「人材・組織マネジメント」における『組織の整備』において2つの取組

「ファシリティマネジメント」において3つの取組（改訂2つ・内訳追加1つ）

「アセットマネジメント」における1つの取組

の取組内容・目標・年度計画等を改訂します。



NO17 新たなパーソネルマネジメントの構築（新規）

26 27 28

追加
新たなパーソネルマネジメントを構築す
るため、人材の確保、育成、活用のあり
方について、積極的に研究を進めます。

検討 実施 総務部

新たなパーソネルマ
ネジメント構築に向
けた研究を推進する
ため

NO23 女性職員の活躍推進（新規）

26 27 28

追加
女性職員の活躍を推進するために、
ワークライフバランスとキャリア支援等
に関する研修を実施します。

検討 実施 総務部
次世代を担う女性
職員を育成するた
め

NO26 市町村との採用共同試験の実施（新規）

26 27 28

追加

県、市町村共通の課題となっている土
木技術職員の不足に対応するため、共
同して採用試験を実施し、県域で必要な
土木技術職員を確保します。

検討 実施
人事委員
会

新たなパーソネルマ
ネジメント構築の取
組の一つとして実施
するため

NO.30 保健所の統合・再編（NO27　→　NO30）

26 27 28

現行

全庁的な出先機関配置に係る検討に併
せて、平成27年１月～３月には葛城保
健所と桜井保健所の統合が予定されて
おり、効率的かつ円滑に新しい保健所
が発足できるように努めます。

統合・再編
に向けた検
討、実施

新たな保健
所として発

足

新たな保健
所の運営

医療政策
部

改訂

全庁的な出先機関配置に係る検討に併
せて、平成27年2月に葛城保健所と桜
井保健所を統合し、新たに中和保健所
として、効率的かつ円滑に運営できるよ
うに努めます。

統合・再編
に向けた検
討、実施

新たな保健
所の運営

→
医療政策
部

統合の時期と新しい
保健所の名称を記
載

取組内容・目標
年度計画

取組部局 【改訂理由】

取組内容・目標
年度計画

取組部局 【改訂理由】

取組内容・目標
年度計画

取組部局 【改訂理由】

取組内容・目標
年度計画

取組部局 【改訂理由】



NO.32 奈良県西和医療センターの整備（NO29　→　NO32）

26 27 28

現行
新病院の整備に向けた基本計画の策
定を行います。
（平成27年3月改訂）

方針検討 方針決定 実施
医療政策
部

改訂
新病院の整備に向けた基本計画の策
定を行います。

方針検討 → 方針決定
医療政策
部

西和医療センターの
あり方について、方
針決定を行うにあた
り、更なる精査が必
要となったため

NO.56 庁舎系施設の再配置（NO53　→　NO56）

26 27 28

現行
現在取り組んでいる「県庁舎系施設中
部地域再配置計画」（H25年2月策定）を
完結します。

・旧耳成高
校改修工事
の完了
・集約する
各事務所の
順次移転

・新総合庁
舎の全面稼
働

・→

総務部

改訂

現在取り組んでいる「県庁舎系施設中
部地域再配置計画」（Ｈ25年2月策定）を
完結します。
また「県庁舎系施設南部地域再配置構
想」を策定し、計画を検討します。

・旧耳成高
校改修工事
の完了
・集約する
各事務所の
順次移転

・新総合庁
舎の全面稼
働

・構想の策
定

　　 ・→

・計画の検
討

総務部

中部地域の再配置
に引き続き、南部地
域の再配置につい
て検討を始めたため

NO.60 公の施設等改革の推進（NO57　→　NO60）

民俗博物館

26 27 28

現行

復原民家と四季の花が楽しめる都市公
園のにぎわいを活かし、相乗的な活性
化を図るとともに、入館者数の増加に努
めます。
博物館としての機能等（民俗資料の調
査･研究・収集・展示等）のあり方を整理
した上で、施設の役割、運営方針等の
検討を行います。

施設の役割
と運営のあ
り方の検討

施設の役割
と運営のあ
り方を決定
しその実現
に向けて準
備

実施
地域振興
部

改訂

復原民家と四季の花が楽しめる都市公
園のにぎわいを活かし、相乗的な活性
化を図るとともに、入館者数の増加に努
めます。
博物館としての機能等（民俗資料の調
査･研究・収集・展示等）のあり方を整理
した上で、施設の役割、運営方針等の
検討を行います。

施設の役割
と運営のあ
り方の検討

→

施設の役割
と運営のあ
り方を決定
し、その実
現に向けて
準備

地域振興
部

未整理の収蔵資料
も多く、台帳の整備
等に時間を要したた
め

取組内容・目標
年度計画

取組部局 【改訂理由】

取組内容・目標
年度計画

取組部局 【改訂理由】

取組内容・目標
年度計画

取組部局 【改訂理由】



図書情報館（新規）

26 27 28

追加

２１世紀に対応した文化の創造と交流の
拠点施設として､より親しみがある図書
館にするため、電子書籍の提供や古文
書のデジタル化等、電子図書サービス
について調査検討する。

調査・検討 →
地域振興
部

開館１０周年の後を
見据え、「これから
の図書館」のあり方
を検討するため

NO.62 公共交通の総合的かつ計画的な施策の推進（NO59　→　NO62）

26 27 28

現行

「奈良県公共交通条例」に基づき、まち
づくり、保健、医療、福祉、教育や関連
する施策などとの連携を図りながら、公
共交通に関する施策を総合的かつ計画
的に推進するため「（仮称）公共交通基
本計画」を策定し実施します。

計画策定 実施 →
県土マネ
ジメント部

改訂

公共交通に関する施策を総合的かつ計
画的に推進するため、「奈良県公共交
通条例」に基づく『奈良県公共交通基本
計画』を策定します。
また地域全体を見渡した総合的な交通
ネットワークを形成するため、「地域公
共交通の活性化及び再生に関する法
律」に基づく『奈良県地域公共交通網形
成計画』を策定し、両計画を実施しま
す。

計画検討 計画策定 実施
県土マネ
ジメント部

「公共交通基本計
画」は奈良県全域の
施策のあり方を示し
たもの、「地域公共
交通網形成計画」は
計画期間と具体的
なエリアを設定した
上で、具体的な取組
みを定めるものであ
るが、扱う対象は、
公共交通であること
から、一体的に策定
するため

取組内容・目標
年度計画

取組部局 【改訂理由】

取組内容・目標
年度計画

取組部局 【改訂理由】


